
1

1

２１世紀水倶楽部緊急研究集会２１世紀水倶楽部緊急研究集会

東日本大震災をどう受け止めるか東日本大震災をどう受け止めるか

東日本大震災が提起した課題

1

早稲田大学 理工学術院
濱田 政則

平成２３年５月２５日

内内 容容

（１） 地震・津波予知の限界

2

（２） 耐津波学の構築と津波対策の推進

（３） 学協会連携による分野横断的活動

（４） 「巨大地震と大津波から国民の生命と国土を護るための
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（４） 「巨大地震と大津波から国民の生命と国土を護るための

基本方針」
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宮城県沖の地震(M:7.5，99%)
死者：290名，全壊家屋：2.1万棟

経済被害：1兆3千億円

東日本大震災前に発生が予測されていた地震東日本大震災前に発生が予測されていた地震
（内閣府・中央防災会議）（内閣府・中央防災会議）

東海地震(M:8.0，86%)
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東京湾北部の地震(M:7.3，70%)
死者：11,000名，全壊家屋85万棟

経済被害：112兆円

経済被害：1兆3千億円

3
南海地震(M:8.4，50%)

東南海地震
(M:8.1，60%)

経済被害：112兆円

東海・東南海・南海地震
連続発生の場合の被害
死者24,800名,全壊：94万棟
経済被害：81兆円

（ ）の中はマグニチュードと今後30年間の発生確率

4東日本大震災前に発生が予測されていた地震東日本大震災前に発生が予測されていた地震
（文科省・地震調査推進本部）（文科省・地震調査推進本部）
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宮城県沖地震宮城県沖地震
M7.5M7.5前後前後 99%99%

三陸沖三陸沖
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地震工学と地震学地震工学と地震学
5

地
震
工
学

地
震
工
学
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津波に構造的に耐えた鉄筋コンクリート建物津波に構造的に耐えた鉄筋コンクリート建物 6

建物位置

５階建RC建物（陸前高田） ５階建RC建物の位置（陸前高田）

6
RC建物（女川マリンホール） モスク（2004年スマトラ地震・津波）
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7津波によって被害を受けた建物津波によって被害を受けた建物

引き波によって転倒した建物 基礎構造の状況

7下水処理場（南蒲生） 内部の状況

8津波に耐えた橋りょうと破壊された橋りょう津波に耐えた橋りょうと破壊された橋りょう

道路橋
（鋼桁＋コンクリート床版、・・・・） 釜石のコンクリート高架道路橋脚

8

コンクリート橋りょう
（2004年スマトラ,バンダアチェ） 鉄道鋼橋（2011年東日本大震災）
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9津波によって被害を受けた構造物津波によって被害を受けた構造物

釜石市津波防潮堤
津波防潮堤の構造の例

9南三陸町防潮堤 燃料貯槽の浮上・移動と破壊

耐津波学の構築と津波対策の推進耐津波学の構築と津波対策の推進

・地震学的視点からの世界の津波履歴の調査

・広域にわたる災害実態の早期把握のための情報収集・伝達体制と

手段に関する研究

10

手段に関する研究

・被災者の保護・支援に関する研究

・社会基盤施設と建築物の耐津波構造に関する研究（中・高層RC

建物、津波防潮堤、河川堤防、橋梁等）

・津波に強いまちづくりの研究（遡上した津波の挙動、居住地域の

選択 街路の設計 小丘陵の建設 鉛直避難路の確保）
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選択、街路の設計、小丘陵の建設、鉛直避難路の確保）

・ライフラインシステム（道路、鉄道、電力、上・下下水道、ガス、通信）

の機能維持と早期回復に関する研究

・防災教育、警報システと避難に関する研究

・コンビナート施設の耐津波性向上に関する研究
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11臨海コンビナート地区の火災臨海コンビナート地区の火災

仙台港石油精製工場 火災後の状況

11千葉市コスモ石油の火災 火災後の状況

12東京湾岸埋立地における液状化東京湾岸埋立地における液状化
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埋立臨海コンビナートと海域の安全性埋立臨海コンビナートと海域の安全性
液状化・側方流動への対策液状化・側方流動への対策

13

13
液状化によるタンクの傾斜・沈下・移動液状化によるタンクの傾斜・沈下・移動

（（19951995年兵庫県南部地震，神戸市長田区）年兵庫県南部地震，神戸市長田区）

336

189
189

188

19951995年兵庫県南部地震による液状化地盤の側方流動年兵庫県南部地震による液状化地盤の側方流動
((神戸市神戸市深江浜深江浜))
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地震２日後の航空写真地震２日後の航空写真 側方流動による地盤変位（側方流動による地盤変位（cmcm））

神戸市深江浜神戸市深江浜
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羽田空港羽田空港

凡凡 例例

分析対象地域分析対象地域

川崎市埋立地盤の側方流動の予測（神奈川県環境局防災課）川崎市埋立地盤の側方流動の予測（神奈川県環境局防災課）

茨城県茨城県

分析対象地域と南関分析対象地域と南関
東地震東地震

15
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東京東京
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南関東南関東
地震地震
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東扇島東扇島

基幹的広域防災拠点基幹的広域防災拠点
（東扇島地区）（東扇島地区）

太平洋太平洋

東京湾の埋立地盤の安全性東京湾の埋立地盤の安全性
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液状化が予想される
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16川崎市水江地区川崎市水江地区

液状化が予想される
土槽

粘土層

N=3
○の護岸構造と地盤条件
および液状化の予測
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液状化と側方流動の予測液状化と側方流動の予測
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液状化層の厚さ
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4m4m
護岸の水平変位

4m4m
地盤の水平変位

東京湾埋立地護岸近傍の危険物貯槽東京湾埋立地護岸近傍の危険物貯槽

東京湾では建設
年代の古い護岸
に近接して多くの
危険物・高圧ガス
貯槽が建設され

18

京浜コンビナート 京葉コンビナート

貯槽が建設され
ている。

18京葉コンビナート 劇物タンク
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臨海コンビナート、大型貯槽の臨海コンビナート、大型貯槽の長周期地震動に対する安全性長周期地震動に対する安全性
苫小牧での揺れ（長周期の地震動が卓越している）

(cm/s2)

広尾
苫小牧

震央 (cm/s2)

6～8秒の周期が卓越

0 50 10
0

(秒)
広尾での揺れ（短周期の地震動が卓越している）
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2003年十勝沖地震の震央と地震動の観測点

地震動に卓越している周期成分
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石油タンクの火災

固有周期

2003年十勝沖地震では周期6～8秒の長周期地震動が苫小牧で発生し、
原油タンク（浮屋根式タンク）のスロッシング振動により火災が発生した。

東京湾での大型貯槽から内容物の溢流予測東京湾での大型貯槽から内容物の溢流予測 20

の
強

さ

川崎地区
(6～7秒)

「浮き屋根式タンクの総数と溢流タンク」「浮き屋根式タンクの総数と溢流タンク」
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千葉地区
(8～10秒)

cm/s

京葉石油コンビナート京葉石油コンビナート

20
(秒)
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震

動

東海・東南海地震連続発生による地震動東海・東南海地震連続発生による地震動
（東大（東大 古村教授）古村教授）

消防法旧規準
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東京湾には苫小牧で火災を起した。浮屋根式タンクが
600基余りあるが、東海・東南海地震が連続発生した
場合、このうち64基より内容物が溢出するという結果
になった。
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海域への危険物等への流出海域への危険物等への流出

基幹的基幹的
防災拠点防災拠点

基幹的基幹的
防災拠点防災拠点

・ 湾内には平均的に
約200隻強の中・大

型船舶が航行して
いるが航行停止に

21

油の流出海域油の流出海域

防災拠点防災拠点 いるが航行停止に
なると予想される

・基幹的防災拠点へ
の救急物資・人員
および復旧・復興物
資の海上輸送が不
可能になる

・ 海上火災発生の可

21

海上火災発生の可

能性も否定出来な
い

・ 航路閉鎖が長期間

に及ぶ可能性（約
2ヶ月）がある

東京湾の東京湾のLNGLNG発電所への影響発電所への影響
22

2214

東京湾には現在１２のＬＮＧ火力発電所があり、首都
圏の電力供給の拠点となっている。東京湾での船舶
航行が不能になった場合ＬＮＧの供給が停止し、電力
の供給能力が大幅に低下して、復旧・復興に重大な
影響を与える。
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学協会連携による分野横断的復旧・復興支援活動学協会連携による分野横断的復旧・復興支援活動
東日本大震災学協会連絡会の役割と組織・体制東日本大震災学協会連絡会の役割と組織・体制

会長協議会

・22学協会の会長により構成する

・「学協会連絡会」の運営・組織に関係する事項を審議する

・政府・自治体等への提言・提案を審議する

・その他 政府・自治体・国民への意見表明を行う

23

幹事会 実務担当者連絡会

・その他、政府・自治体・国民への意見表明を行う

・「会長協議会」「実務担当者連絡会」の

活動をサポート・調整する

・日本学術会議・土木工学建築学委員

会構成員および各分野の有識者で

構成する

・各学協会の調査活動・対外発信活動に関する情報を共有し、

共同ホームページを設置する

・調査に関する学協会の分担と調整を行う

・政府・自治体・地域への提言・提案の素案を作成する

・報告書のとりまとめにおいて連携（阪神淡路大震災では

2323

構成する

5学会合同）を図る

土木学会、日本建築学会、地盤工学会、日本機械学会、日本地震工学会、日本地震学会、

日本自然災害学会、地域安全学会、日本災害情報学会、日本都市計画学会、

空気調和・衛生工学会、日本コンクリート工学協会、廃棄物資源循環学会、日本地域経済学会、

日本造園学会、農業農村工学会、日本水環境学会、日本水産学会、日本原子力学会、

電気学会、地理情報システム学会、子供の環境学会

兵庫県南部地震の教訓と土木学会の提言兵庫県南部地震の教訓と土木学会の提言

構造物の耐震設計と耐震補強構造物の耐震設計と耐震補強

第第11次提言の骨子次提言の骨子

（耐震設計と耐震補強の基本方針）（耐震設計と耐震補強の基本方針）

(1(1次提言次提言:95:95･･55･･2323 22次提言次提言:96:96･･11･･1010 33次提言次提言:00:00･･1212･･6)6)

24

構造物の耐震設計と耐震補強構造物の耐震設計と耐震補強

兵庫県南部地震の断層近
傍域で発生したような極め
て稀な地震動に構造物が
遭遇しても構造物を完全に

(1)構造物の耐震性能の照査で
は，供用期間中に1~2度発生す

る確率を持つ地震動と，発生確
率は低いが極めて激しい地震動
の2段階の地震動を想定する⇒2
段階地震動による設計

(2)構造物が保有すべき耐震性能

に関する兵庫県南部地震の教訓に関する兵庫県南部地震の教訓

24

破壊させることなく人命と財
産を守る．

(2)構造物が保有すべき耐震性能，

すなわち被害状態は人命への影
響，応急活動，復旧･復興活動，
社会経済への影響を考慮して決
定する⇒性能規定型設計
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防災基本計画防災基本計画((中央防災会議，平成中央防災会議，平成77年年77月月))

第第11章章 災害予防災害予防

第第11節節 地震に強い国づくり，まちづくり地震に強い国づくり，まちづくり

25

1. 構造物･施設等の耐震性の確保についての基本的考え方(要約)

•構造物･施設等の耐震設計に当たっては，供用期間中1~2度程度発生する確率を持つ
一般的な地震動，及び発生確率は低いが直下型地震又は海溝型巨大地震に起因する
更に高レベルの地震動をともに考慮の対象とするものとする．

•構造物･施設等は，高レベルの地震動に対して人命に重大な影響を与えず，かつ地震後
の応急対策活動地域の経済活動に著しい影響を与えないことを基本的目標として設計す

25

の応急対策活動地域の経済活動に著しい影響を与えないことを基本的目標として設計す
るものとする．

巨大地震と大津波から国民の生命と国土を護るための基本方針巨大地震と大津波から国民の生命と国土を護るための基本方針

◆◆基本方針基本方針
2011年東北地方太平洋沖地震が引き起こしたような極めて希な大津波および地震
動に対しても、国民の生命と財産に重大な影響を与えることなく、国土・環境・国民生
活を護り、社会・経済・文化活動の著しい停滞を防ぐことを、わが国の地震・津波対
策の基本方針とする。

26

◆取り組むべき課題◆取り組むべき課題
東北地方太平洋沖地震を経験し、地震・津波に対するわが国の防災・減災力向上の
ため、取り組むべき課題として以下の事項を挙げる。

発災後の緊急対応
１）災害実体の早期把握のための情報収集・通信手段・伝達体制の整備、

地理空間情報等の活用

26

地理空間情報等の活用
２）緊急対応のための食糧・水・医療品等の広域備蓄と輸送体制の強化
３）被災者の保護・支援のための広域体制の整備
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◆取り組むべき課題（続き）◆取り組むべき課題（続き）

復旧・復興
４）ライフラインシステム（道路、鉄道、電力、上水道、下水道、廃棄物処理施設、

ガス、通信）の機能損失の最小化と早期の機能復旧
５）地域の復旧・復興のための広域支援体制の構築

地震・津波に強い国づくり、まちづくり

27

地震 津波 強 国 くり、まち くり
６）防災社会基盤施設の補強と建設
７）地域の特性に配慮した津波に強いまちづくり（津波避難施設の建設、居住地

域の選定、耐津波市街地の設計等）
８）大都市圏の災害レジリエンスの向上
９）多様な専門家が地域・自治体と協働できる支援制度の整備

調査・研究・教育
１０）東日本大震災の全容把握と総括および次世代への伝達
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１０）東日本大震災の全容把握と総括および次世代への伝達
１１）耐津波研究の推進（遡上した津波の挙動の解明、津波の外力特性の解明、

津波に強い構造物等）
１２）構築物・施設・地盤の耐震性向上に関する研究の推進（継続時間が長くかつ

強烈な地震動および長周期地震動に対する耐震性）
１３）防災教育の充実、災害経験の伝承および避難訓練等の強化


